
大学等の革新的な研究成果の権利取得・活用支援事業
令和4年度概算要求額 1.9億円（1.9億円）

特許庁 企画調査課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託

事業イメージ
事業目的・概要
大学をはじめとする研究機関において知財活動が定着し、特許権保有
件数と特許権実施等件数は近年増加していますが、特許権実施等件
数の特許権保有件数に対する割合は高いとはいえず、研究成果の特許
化と、それを活用した社会実装の間にギャップが存在しています。

 このことから、研究機関で生まれた有用な研究成果について将来の活用
を見据えた研究成果の発掘や知財戦略の策定等が十分に行われておら
ず、研究成果が十分に社会で活用されないことが危惧されます。

本事業では、大学と企業との連携活動に精通した専門家を大学等に派
遣し、研究者への個別訪問等を通じて、有用な発明の発掘や知財戦略
の策定、事業目線での目利き等、研究成果の社会実装に向けた支援を
行い、権利取得・活用につなげます。

 さらに、専門家候補の育成を加速度的に進めるための仕組みを整備しま
す。

成果目標
令和５年度において、派遣先大学等における権利取得・活用支援の
ための環境整備の達成率評価の平均を70％以上とします。

講習
（経験共有・事例研究等）

目利き
専門家

大学リサーチ
アドミニストレータ
（URA等）

発明発掘チーム
（兼OJTプログラム）

目利き
専門家

URA等

学内外での
セミナー

技術分野を3つ程度に分けて実施
指導者：目利き専門家
受講者：URA、大学産連部門の担当者

産学連携部門が
特許出願

 共同研究
 ライセンス契約
 大学発ベンチャー

課題：専門家・URA等による
 発明発掘機能の強化
 研究者の知財意識啓発

研究者を
個別訪問

講師 ：目利き専門家・受講したURA等
受講者：研究者、URA、

大学産連部門の担当者

URA等が
発明発掘

研究者が
発明
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